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1. はじめに
　令和 3年度からの「第 6期科学技術・イノベー
ション基本計画」にはイノベーション・エコシステム
の形成が掲げられており、これに基づいてベンチャー
企業の創出・成長を促す政策が立案・実施されてい
る。更に「第 6期科学技術・イノベーション基本計
画」の中でも、大企業においてベンチャー企業との連
携を通じて革新的な商品・サービスの社会実装する
オープンイノベーションが求められている。
　ベンチャー企業は新しい機会に対応した技術やビ
ジネスアイディアを有し、柔軟・スピーディに対応す
ることができる1) が、人材・資金・設備等の経営資源
に大きな制約がある。一方、ビジネスを継続している
既存企業は豊富な経営資源を有しているが、組織規模
が大きくなると市場や技術の環境変化に柔軟に対応
することが困難となる2)。このように、ベンチャー企
業と既存企業は資源の面で補完的な組織であり、両者
が連携することはイノベーションの創出につながる
ことが報告されている3)。
　本稿では、日本のベンチャー企業と既存企業との連

携・M&Aの現状、及びベンチャー企業の研究開発の
状況を明らかにするため、「民間企業の研究活動に関
する調査報告 2023」4）データを用いて集計・分析を
行った結果を報告する。

2. 調査の概要
　「民間企業の研究活動に関する調査」4）（以下、民研
調査という。）は、科学技術・イノベーション政策の
立案・推進に資することを目的として、「資本金 1億
円以上であり、研究開発を実施している民間企業」を
対象に、科学技術・学術政策研究所が毎年実施してい
る質問票調査である。
　研究開発の定義や組織の分類などに関しては
OECDの国際標準に準拠した上で、政策ニーズに応
じた調査項目も設けており、企業の研究開発費や研究
開発人材の動向、知的財産活動、研究開発に関連した
イノベーションの動向、他組織との連携や外部知識の
活用状況、研究開発に関する政府の施策・制度の活用
状況等を調査し、公表している。

本稿では「民間企業の研究活動に関する調査 2023」の調査結果を用い、既存企業とベンチャー企業の
関係性について、また、大学発ベンチャー企業の特徴について、まとめた。

ベンチャー企業と連携する企業は資本金 100 億円以上の大企業の割合が高く、研究開発・特許出願に
積極的な企業であることが確認された。また、共同研究・共同開発等の連携は実施されているものの、事
業会社における M&A の件数は限定的であった。

この他、大学発ベンチャーについては売上げよりも研究開発を先行させる経営を行う傾向が見られた。
同じく、研究開発についても商品化まで時間を要する基礎研究の割合が高く、専門性の高い博士人材の活
用を担っている様子が確認された。一方、大学発ベンチャーが他組織と連携を実施する割合は全体平均と
比べても低く、連携支援策を期待する企業が多く確認された。
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金 100 億円以上の階級で 60.9％となっており、資
本金の最上位階級（資本金 100 億円以上：以下、本
稿では資本金 100 億円以上の企業のことを大企業
とする）と最下位階級（資本金 1億円以上 10 億円
未満）の連携実施割合の差は 40 ポイントを超えて
いる。大企業はベンチャー企業・新興企業との連携
の割合が高い状況にあることが認められた。
　次にベンチャー企業・新興企業との連携実施割合
を業種別に細分化して集計した結果のうち、上位 10
業種を図表 3に示す。電気・ガス・熱供給・水道業
（63.2%）、医薬品製造業（56.3%）ではベンチャー
企業・新興企業との連携実施割合が高く、50%を超
えている。エネルギーや医薬品に関わる研究開発に
おいて、革新的な技術開発を担うベンチャー企業と
連携することが、連携する企業にとって重要な役割
を果たしていると推測される。

2-2　ベンチャー企業に対する M&A の状況
　ベンチャー企業の出口戦略の 1つとして、企業に
よる合併・買収（M&A）が挙げられる。買手企業
としてはベンチャー企業と自社の経営資源を活用す
ることでイノベーションを創出することが期待でき
る。そこで民研調査の結果から、買手企業の合併・

2-1　ベンチャー企業と既存企業との組織間連携
　民研調査では「他組織との連携」を「研究開発活
動を促進させるために、他組織などが持つ技術・ノ
ウハウ・情報を利用したり、自社が持つこれらを他
組織に提供したりすることなどであり、特定の他組
織と目的を持って交流する関係のこと」と定義して
いる。
　既存事業向けと新規事業向けについて、それぞ
れ他組織との連携実施割合を集計した結果を図表 1
に示す。新規事業向けの研究開発で連携する割合は
国内の大学等（45.8％）が最も高く、既存事業向け
の場合は大企業が最も高い（61.1％）。ベンチャー
企業・新興企業を連携パートナーとする場合、既存
事業向けよりも新規事業向けの研究開発において実
施される割合が大きいことが確認された。
　更に資本金を 3つの階級（1億円以上 10 億円未
満、10 億円以上 100 億円未満、100 億円以上）に
分けて連携組織ごとに実施割合を算出した結果を図
表 2に示す。既存事業向けであるか新規事業向けで
あるかを問わず、他組織の種類別に連携を実施した
割合を算出した。いずれの連携先組織についても資
本金階級が上位になるほど連携実施割合が高くなっ
ている。ベンチャー企業・新興企業との連携は資本

図表 1　�既存事業向けと新規事業向けの研究開発の促進を目的とした他組織との連携の実施割合：�
他組織の種類別（N=1,420）

図表 2　資本金階級別　連携を実施したと回答した企業における連携先組織別の実施割合

「大企業」、「中小企業」は「外部コンサルタントや民間研究所」、「ベンチャー企業・新興企業」を含まない。
出典：民間企業の研究活動に関する調査報告 2023（NISTEP 公表）より

出典：民間企業の研究活動に関する調査報告 2023（NISTEP 公表）より
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買収（M&A）の状況を概観する。
　民研調査では企業を対象とした合併・買収
（M&A）について、組織構造が大きく変化する「合
併・買収・事業譲渡」と、資本関係が変化する「資
本提携・資本参加・出資拡大」の 2種類に区別し、
それぞれについて実施目的や内容について尋ねてい
る。合併・買収（M&A）の設問に回答した全ての
企業を 100% として、各項目について実施割合を算
出した結果を図表 4に示す。なお、民研調査では研
究開発を実施している企業のみを対象としているた
め、投資会社等のM&Aは集計結果に含まれていな
い点には留意されたい。
　「スタートアップを対象としている」M&Aに関し
て、「資本提携・資本参加・出資拡大」を実施した企
業の割合が 2.0％であり、「合併・買収・事業譲渡」
を実施した企業の割合が 0.5％であった。
　28.6％の企業がベンチャー企業・新興企業と共
同研究・共同開発等の組織間連携を実施しているが

（図表 2）、M&Aに至る件数は限定的であることが
確認された。

2-3　ベンチャー企業と連携する大企業の特徴
　図表 2からベンチャー企業と連携するパート
ナーは資本金 100 億円以上の大企業の割合が高い
ことから、ベンチャー企業と連携した大企業の研究
開発の状況をまとめる。
　資本金 100 億円以上の企業で、ベンチャー企業と
連携した大企業と連携しなかった大企業の特許出願
件数について、連携対象事業が既存か新規かで区分
けし、比較した結果を図表 5に示す。Wilcoxon の
順位和検定の結果、ベンチャー企業と連携した大企
業群は、連携しなかった大企業群と比較して連携対
象事業の既存・新規を問わず、特許出願件数が多い
ことが確認された。
　次に、研究開発活動のアウトプットとしての「新
しい製品・サービスや新しい製造方法の開発」を実
現した企業の割合について、既存・新規の事業別に
ベンチャー企業と連携した大企業と、連携しなかっ
た大企業を比較した結果を図表 6に示す。
　「既存技術の軽度な改善改良による新製品・サー
ビスの投入」に関しては両者に顕著な差は見られな
かったものの、「新しいまたは大幅に改善した製品・
サービスの投入」「新しいまたは大幅に改善した生産
工程・配送方法等の導入」「既存技術の軽度な改善改
良による生産工程・配送方法等の導入」に関しては
ベンチャー企業と連携した企業群は、実施していな
い企業群と比較して高い実施割合を示した。
　特許出願件数が多く、新製品・新サービスや新し
い製造方法の開発を実現する割合が高い大企業がベ

図表 3　�業種別　連携を実施したと回答した企業におけ
る連携先組織別の実施割合

図表 4　�企業の合併・買収（M&A）の実施目的・内容別の割合（N=1,833）

出典：�民間企業の研究活動に関する調査 2023のデータを用いて�
筆者集計

出典：�民間企業の研究活動に関する調査報告 2023（NISTEP 公表）より
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ンチャー企業と連携していることが示された。研究
開発に意欲的に取り組んでいる大企業がベンチャー
企業と連携しているものと推測される。

3. 大学発ベンチャー企業の状況
　ベンチャー企業の中でも特に大学発ベンチャー企
業についての特徴・研究開発動向を明らかにするた
め、追加の分析を行った。ここでは民研調査の回答
企業リストと、経済産業省が公開している大学発ベ
ンチャーデータベース（2023 年 9 月 19 日更新）5）
とを照合し、回答企業の中から 17 社の大学発ベン
チャーを抽出した。抽出した大学発ベンチャーにつ
いて民研調査の個票データを用いて集計を行った。
なお、民研調査では「資本金 1億円以上の企業」を

調査対象としているため、資本金 1億円未満のベン
チャー企業は含まれていない。

3-1　大学発ベンチャー企業の研究開発の特徴
　業種別に見ると 17 社中 10 社が「学術・開発研
究機関」で 2社が「医薬品製造業」であった。資本
金平均が 4.3 億円、売上高平均が 2.43 億円、社内研
究開発費平均が 1.87 億円であった。対売上高・社
内研究開発費比率平均は 77.1％であり、売上高の大
半を社内研究開発に充てていることが確認された。
　既存事業向けと新規事業向けの研究開発の比率及
び短期的・中期的・長期的研究開発費の比率をまと
めた結果を図表 7に示す。
　全体平均と比較すると、大学発ベンチャー企業で
は新規事業向けに割り当てる研究開発費割合が高い

図表 5　特許出願件数の比較

図表 6　新製品・サービス・製造方法の開発実施割合

出典：�民間企業の研究活動に関する調査 2023のデータを用いて筆者集計

出典：�民間企業の研究活動に関する調査 2023のデータを用いて筆者集計
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傾向が見られる。また研究開発期間別に見ると短期
的（1年～ 3年未満）と長期的（5年以上）が同程度
の割合であった。全体平均と比較すると長期的テー
マに割り当てた研究費の割合が高い。
　大学発ベンチャー企業は長期テーマに比較的多く
の研究開発費を割り当てていることから、基礎的な
技術開発に注力し、売上げ確保よりも研究開発を先
行させる経営方針が採用されていると推測される。

3-2　大学発ベンチャー企業の組織の特徴
　大学発ベンチャー企業 17 社の正社員数は平均
18.0 人、非正社員数は平均 3.8 人、研究開発者総数
が平均 9.3 人であり、社員の半数近くが研究開発に
携わっている結果となった。
　大学発ベンチャー企業 17 社の人材採用はポスト
ドクター（博士課程修了後に任期付き研究職に就い
ていた者）の採用と中途採用であり、新卒採用は実
施されていなかった。新卒・中途を含めた採用活動
について、全体平均との比較を図表 8に示す。
　研究開発者の採用を行っている大学発ベンチャー
企業は全体平均と同程度の割合を示している一方、
構成比で見るととりわけ博士課程修了者を採用した
企業の割合が高い。1社あたりの平均採用数を見て
も、採用した研究者に占める博士課程修了者の割合

が相対的に高い。
　大学発ベンチャー企業では即戦力となる研究者を
中途採用で確保しており、博士課程修了者の採用に
も比較的積極的に取り組んでいる傾向が見られた。
大学発ベンチャー企業は基礎的な研究や長期的な技
術開発に先行して投資する傾向があるため、技術領
域における専門知識を有する人材を採用しているも
のと考えられる。

3-3　大学発ベンチャー企業の組織間連携
　大学発ベンチャー企業が他組織との連携を実施し
た割合は 47.1％で、全体平均の 76.4％と比較する
と低い割合にとどまった。連携先としては「国内の
大学等」「大企業」が高い傾向が見られた。
　大学発ベンチャー企業が研究開発活動を促進させ
るために連携した理由について、全体平均と比較し
た結果を図表 9に示す。大学発ベンチャー企業で最
も回答割合が高い理由が「研究開発における目標達
成のための時間を短縮するため」であった。
　一方、全体では「技術変化に対応するため」「顧客
ニーズに対応するため」の理由が高くなっているが、
大学発ベンチャー企業では連携の理由として低い割
合となっている。これらは小回りの利く大学発ベン
チャーが研究開発を実施する理由そのものであるた

図表 7　研究開発を行う目的別及び期間別の研究開発比率平均

図表 8　�大学発ベンチャーの採用活動（最終学歴別採用割合・採用平均人数）

図表 9　大学発ベンチャーの組織間連携理由

出典：民間企業の研究活動に関する調査 2023のデータを用いて筆者集計

出典：�民間企業の研究活動に関する調査 2023のデータを用いて筆者集計

出典：民間企業の研究活動に関する調査 2023のデータを用いて筆者集計
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めと考えられる。
　大学発ベンチャー企業と国内企業との連携におけ
る問題点を集計した結果を図表 10 に示す。
　大学発ベンチャー企業が他企業と連携する際の問
題点としては「自社の技術が流出する恐れがある」
点を回答した割合が最も高い。これは全体の傾向と
も一致しており、企業間連携において技術流出の懸
念が存在する。
　また、大学発ベンチャー企業では「連携のための
補助金などの政府等の連携支援策が十分でない」と
回答した割合が全体と比較して高い結果となった。
経営資源の限られる大学発ベンチャー企業において
は、組織間連携を行う際に自社の予算や人員だけで
は十分な連携活動を実施することができず、何らか
の支援策が期待されていると考えられる。

4. まとめ
　本稿では「民間企業の研究活動に関する調査報告
2023」（民研調査）のデータを用いて、ベンチャー

企業と連携する企業の特徴と、大学発ベンチャー企
業の研究開発動向と、についての分析を実施した。
　ベンチャー企業と連携する企業は資本金が 100
億円以上である大企業の割合が高く、研究開発・特
許出願に積極的な企業であることが確認された。ま
た、共同研究・共同開発等の連携は実施されている
ものの、事業会社におけるM&Aの件数は限定的で
あった。
　また、（資本金 1億円以上に限定した）大学発ベン
チャー企業では売上げよりも研究開発を先行させる
経営を行う傾向が見られた。研究開発も商品化まで
時間を要する基礎研究の割合が高く、専門性の高い
博士人材の活用を担っている様子が確認された。一
方、大学発ベンチャーが他組織と連携を実施する割
合は全体平均と比べても低く、連携支援策を期待す
る企業が多く確認された。
　今後継続的に分析を実施することで、既存企業と
ベンチャー企業とのオープンイノベーションの成果
について詳細に分析することが可能になると期待さ
れる。

図表 10　大学発ベンチャーの組織間連携の問題点

出典：民間企業の研究活動に関する調査 2023のデータを用いて筆者集計
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